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1. 旧法の消滅時効の起算点は権利行使可能時から10年であったが、新法ではこの客観的な起算点の他に、主観的起算点、つまり消滅時効の権利を行使できることを知っていた、という主観的起算点も加わり2本立てとなった。
2. 時効の完成を猶予するには、催告のために内容証明郵便を送っておけば足りる。
3. 法定利率は年3パーセントに固定された。
4. 第465条の6に規定する事業に係る債務について、第三者保証の形式要件は口約束ではなく、書面の形をとってさえいれば契約書でも足りる。
5. 履行期が到来する前から債務者が債務の履行を拒絶する意思を明確に示している場合は債権者は債務の履行に代わる損害賠償の請求をすることができる。
6. 債務者の明確な履行拒絶の意思表示がある場合、債権者は催告をすることなく、直ちに契約の解除をすることができる。
7. 事業者間取引の契約書のひな型もつねに定型約款にあたる。
8. 第548条の2の第2項はみなし合意の例外を記述している。ユーザーに不利でかつ信義則に反する条項に対しては合意をしなかったものとみなされる。これは消費者契約法第10条にも合致している。
9. 買主の追完請求権は、買主に帰責事由があるときでも行使できる。
10. 　旧法で20年であつた賃貸借の存続期間は、新法では30年になった。
